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１【提出理由】 

2017年３月24日開催の当社第127回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出する

ものです。 

 

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

2017年３月24日 

 

(2) 決議事項の内容 

第１号議案 取締役９名選任の件 

取締役として木股昌俊、久保俊裕、木村茂、小川謙四郎、北尾裕一、飯田聡、吉川正人、松田譲及び伊奈功一

を選任する。 

第２号議案 補欠監査役１名選任の件 

補欠監査役として森下雅夫を選任する。 

第３号議案 取締役賞与支給の件 

当期末時点の取締役６名(社外取締役を除く)に対し、当期の業績等を勘案して、取締役賞与19,040万円を支給

する。 

第４号議案 取締役(社外取締役を除く)に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件 

     役員報酬制度の見直しの一環として、取締役(社外取締役を除く)に対して、新たに譲渡制限付株式の付与の 

ための報酬を支給する。 

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並び

に当該決議の結果 

 

決議事項 
賛成 
(個) 

反対 
(個) 

棄権 
(個) 

賛成率 決議の結果 

第１号議案 
取締役９名選任の件 

     

木股 昌俊 9,773,864 657,692 2,975 92.69 可決 

久保 俊裕 10,235,408 196,152 2,975 97.07 可決 

木村 茂 10,277,624 153,936 2,975 97.47 可決 

小川 謙四郎 10,277,760 153,801 2,975 97.47 可決 

北尾 裕一 10,275,719 155,842 2,975 97.45 可決 

飯田 聡 10,275,658 155,903 2,975 97.45 可決 

吉川 正人 10,262,260 169,301 2,975 97.32 可決 

松田 譲 10,369,965 61,598 2,975 98.34 可決 

伊奈 功一 10,369,886 61,677 2,975 98.34 可決 

第２号議案 
補欠監査役１名選任
の件 

     

森下 雅夫 10,426,216 4,849 3,471 98.88 可決 

第３号議案 
取締役賞与支給の件 

10,337,199 93,624 3,712 98.03 可決 

第４号議案 
 取締役(社外取締役を
除く)に対する 
譲渡制限付株式の付
与のための報酬決定
の件 

10,277,129 153,893 3,514 97.46 可決 
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(注) 各議案の可決要件は次のとおりです。 

第１号議案、第２号議案 

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の

議決権の過半数の賛成です。 

第３号議案、第４号議案 

出席した株主の議決権の過半数の賛成です。 

     

 

(4) 賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかっ

た理由 

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計したこと

により可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席株主のうち、賛成、反対及び棄権の

確認ができていない議決権数は加算しておりません。 
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